
 
 
 
 基労補 登第 1 1 1 9 0 0 1 号 

平成 1 4 年 1 1 月 1 9 日 
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厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 契印省略 ) 

労災診療費算定基準の 一部改正の運用に 当たっての事務処理について 

労災診療費算定基準の 一部改正については、 平成 1 4 年 1 1 月 1 9 日付け 基 登第 1119004 

号をもって通知されたところであ るが、 具体的実施に 当たっては、 下記に留意の うえ、 事 

務 処理に遺漏なきを 期されたい。 なお、 本改正は、 平成 1 5 年 4 月 1 日 ( 以下「適用 日 」 

という。 ) 以降の診療に 係るものから 適用することとされたので、 下記 1 による指定医療 

機関の設立形態の 確認、 該当医療機関への 周知等を行い、 適用 日 以降の事務処理が 円滑に 

行われるよ う 配意されたい。 

また、 事務処理に際しては、 必要に応じ、 ( 財 ) 労災保険情報センター 地力事務所の 協 

力 を求め効率的実施が 図られるよ う 配意されたい。 

- 己 

1  改正の主旨 

昭和 5 1 年 1 月 3 1 日付け 基 登第 7 2 号通達 ( 最終改正平成丁 4 年 4 月 1 0 日、 以 

下 「 7 2 号通達」 という。 ) 別紙工の非課税医療機関は、 法人税法 ( 昭和 4 0 年法律第 

3 4 号 ) 第 7 条等に定める 納税義務者以外の 医療機関と一致するもので、 7 2 号通達別 

紙 1 の 1 の法人等が開設する 医療機関はその 設立の形態が 該当する限りは 非課税医療機 

関 とされるのに 対し、 同別紙 1 の 2 の医療機関のうち 公益法人等が 開設するものについ 

ては、 前年度における 生活困窮者等に 対する診療実績が 別途財務省令等で 定める一定率 

を 上回る等の要件に 該当し、 厚生労働大臣の 証明 ( 地方厚生局長へ 事務委任 ) を得た場 

合等に非課税医療機関となるものであ る。 

このように 7 2 号通達別紙 1 の 2 の医療機関のうち 公益法人等が 開設するものに っ 
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は 、 下表 2 の「医師会、 歯科医師会」、 「看護 師 等の人材確保の 促進に関する 法律 

第 1 4 条第 1 項による指定を 受けた公益法人」、 「宗教法人」及び「上記以覚の 公 

益法人」があ るが、 これらの法人等が、 診療月の属する 会計年度の双々年度の 医 

康保健美 は ついて非課税医療機関に 該当するとして 確定申告を行ったか 否かほつ 

いては、 別途、 ( 財 ) 労災保険情報センタ 一に調査確認を 依頼することとしたこと。 

( 財 ) 労災保険情報センターが 行 う 調査確認は次により 行 う こと。 

( イ ) 各都道府県労働局は、 下表 2 の「医師会、 歯科医師会」、 「看護 師 等の人 

材確保の促進に 関する法律 第 1 4 条第 1 項による指定を 受けた公益法人」、 

「宗教法人」及び「上記以覚の 公益法人」に 該当する医療機関名簿を 様式 

1 により提出し、 ( 財 ) 労災保険情報センター 地方事務所は、 前年度の 1 ～ 



3 月中旬の間において、 当該名簿に記載された 医療機関に対し 様式 2 によ 

り照会し、 様式 3 による回答書を 収集する。 

( ロ ) ( 財 ) 労災保険情報センター 地方事務所は、 様式 3 の回答書に基づき 様式 

1 に課税・非課税の 別を記載した ぅ えで、 3 月末日までに 各都道府県労働 

局に送付する。 

口 各都道府県労働局は、 労災診療費の 適正払いに資するため、 上記 イ ( ロ ) によ 

り 7 2 号通達別紙 1 の 2 に該当するとして ( 財 ) 労災保険情報センター 地方事務 

所から報告のあ った非課税医療機関及び 上記 (1) の 72 号通達別紙 1 の 1 に該 

当する医療機関を 記載した非課税医療機関名簿を 毎年度作成すること。 なお、 同 

名簿を毎年度 ( 財 ) 労災保険情報センター 地方事務所に 提供し、 労災診療単価に 

係る審査を的確に 行 う こと。 

(3) 上記事務処理の 概念図は、 参考 2 として添付した プ ロ一図のとおりであ ること。 



表 1  設立形態を確認することにより 非課税医療機関であ ることが判断できるもの 

  形 台 ' : Ⅰ 巨 "   根拠条文 l 

l 国 ( 厚生労働省、 文部科学省 筆 )   

地方公共団体 ( 都道府県、 市町村 ) 

労働福祉事業団 

法 別表 1 の 
公共法人 

  厚生年金事業振興 団 ( 厚生田 ) 令 5 条 29 号 チ   

  国民健康保険組合及び 国民健康保険団体連合会 令 5  条 29 号 二   

I 健康保険組合及び 健康保険組合連合会 令 5 条 29 号 二 l 

I 日本赤十字社 令 5  条 29 号 イ l 

I 社会福祉法人 令 5  条 29 号 ロ   

私立学校法による 学校法人 令 5  条 29 号 ハ 

国家公務員共済組合及び 国家公務員共済組合連合会 令 5 条 29 号 ホ 

地方公務員共済組合及び 全国市町村職員共済組合連合会 令 5  条 29 号 へ 

日本私立学校振興・ 共済事業団 令 5 条 29 号 ト 

( 社 ) 全国社会保険協会連合会、 ( 財 ) 都道府県社会保険協会 令 5  条 29 号 チ 

船員保険金 令 5  条 29 号 チ 

農業協同組合連合会 ( 所得税法及び 法人税法の規定に 基づく財務省告示により 令 5 条 29 号 ヮ 
指定するもの。 ) 

  結核予防会   令 5 条 29 号 リ   

I 公益法人の運営するハンセン 病療養所 ( 神山腹 生 病院 )   令 5  条 29 号 ヌ   

  学術の研究を 行 う 公益法人に付随するもの   令 5  条 29 号 ル   

表 2  前年度の医療保健業の 課税・非課税の 別を医療機関に 照会し判断するもの 
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令 5 条 29 号 ョ 則 6 条に基づき地方厚生見が 証明書を交付 
したもの 

令 5 条 29 号ョ 

表 3  課税医療機関であ ることが明らかなもの 

  升ク ヒ 月山 ヒロ   根拠条文 l 
  

医療法人 

事業場 ( 事業場付属病院、 診療所 ) 法 4 条第 1 項 

I f 固ノ Ⅰ 

    
Ⅹ 法 : 法ノ 、 税法 令 : 法ノ 、 税法施行令 則 : 法ノ 、 税法施行規則 



( 様式 U 

平成 年度課税状況確認医療機関名簿 

指定医療機関番号 医療機関 名 形態 ィ主 所 H 電話番号 課税・非課税の 別 



( 様式 2) 

日頃 より労災医療の 実施につきましては 多大のご協力を 賜り厚くお礼申し 上げます。 

さて、 労災診療費算定基準におきましては、 労災診療単価は 非課税医療機関にあ っ 

ては 1 1 円 5 0 銭、 その他の医療機関にあ っては 1 2 円とされているところです。 

ところで、 貴 病院 ( 診療所 ) が、 非課税医療機関として 医療保健美収益について 法 
人税等の納税義務を 負わない場合に 該当するためには、 法人税法施行令第 5 条の規定 

に 基づき、 事業年度における 生活保護法対象者・ 生活困窮者等に 対する診療実績等が 

財務省令等に 定める一定率を 上回り、 更に地方厚生局長の 証明を得るなどの 要件を満 

たす必要等があ ります。 要件を満たすか 否かは、 事業年度の実績をもとに 翌年度の確 
定 申告時に判断されることとなりますので、 労災診療費の 請求または支払時において 
は、 未だ非課税、 課税の別が判断できないのが 一般的です。 

こうしたことから、 これらの混乱を 解消するため、 労災診療費算定基準においては、 

貴 病院 ( 診療所 ) の判明し得る 範囲で直近の 医療保健 業 に係る課税・ 非課税の別を 申 
告いただき、 これにより本年 4 月診療 分 以降の労災診療単価を 定めることとされてお 

ります。 
つ きましては、 大変お忙しいところ 恐縮ですが、 別紙の申し出書に 貴病院 ( 診療所 ) の 課税・非課税の 別を記入の上 年 月 日 までに提出下さいますよ う 

お願いいたします。 
なお、 申し出いただいた 事項が事実と 相違することが 判明した場合は、 別途、 相違 

したことを原因として 発生した労災診療費を 回収させていただくことはもとより、 場 

合 によっては指定医療機関の 取消が行われる 場合もあ りますので、 念のため申し 添え 

ます。 
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労働局長 殿 

(( 財 ) 労災保険情報センター 事務所長経由 ) 

医 療 機 関 名 

責任者氏名 印 

年度分の医療保健 業 収益の課税・ 非課税の別について 

Ⅹ 

年度分の医療保健美収益については、 課税   非課税 の取扱いを 行 

っておりますのでお 知らせします。 

Ⅹ 課税・非課税のいずれかを 0 で囲む。 



( 参考 1  ) 
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「所得税法及び 収益事業から 生じた所 

人を指定」、 最終改正平 1 3 . 3 . 3 
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  茨城県厚生農業協同組合連合会 

愛知県厚生農業協同組合連合会 

三重県厚生農業協同組合連合会 

滋 賀県厚生農業協同組合連合会   

  栃木県厚生農業協同組合連合会 兵庫県厚生農業協同組合連合会 

  上都賀厚生農業協同組合連合会 島根県厚生農業協同組合連合会 
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千葉県厚生農業協同組合連合会 

東京都厚生農業協同組合連合会 

神奈川県厚生農業協同組合連合会 

新潟県厚生農業協同組合連合会 

五面厚生農業協同組合連合会 

岡山県厚生農業協同組合連合会 

広島県厚生農業協同組合連合会 

山口県厚生農業協同組合連合会 

徳島県厚生農業協同組合連合会 

香川県厚生農業協同組合連合会 

愛媛県厚生農業協同組合連合会 

富山県厚生農業協同組合連合会 高知県厚生農業協同組合連合会 

福井県厚生農業協同組合連合会 熊本県厚生農業協同組合連合会 

山梨県厚生農業協同組合連合会 大分県厚生農業協同組合連合会 

長野県厚生農業協同組合連合会 鹿児島県厚生農業協同組合連合会 



( 参考 2  ) 

非課税医療機関に 対する労災診療費の 適正払 いの 実施 

指定医療機関の 設立形態を確認 

  

形態から明らかに 非課税 

( 別紙「の記の「に 定め 

る国、 地方公共団体等の 

開設する医療機関 ) 

法人税の確定申告により 

左右される可能性のあ る 

医療機関 
( 別紙「の記の 2 に定め 

る公益法人等の 医療機 

関 ) 

形態から明らかに 課税 

( 別紙 1 以外の医療機関 ) 

当該年度支払単価 

1  2R 

前々年度の課税・ 非課税   の別について 確認を行う ------; 
(R I C 事務所から発送 ) 

( 様式 2) 

3 片課税 課税 

ョ該 6 度支払単価       ぎ % 安 e 支払単価 ョ誠 5 度支払単価       

ⅠⅠ・ 5 円       「「・ 5 円 1  2 R 

    
非課税医療機関 

Ⅱ名簿への掲載 Ⅱ 


